
 

05 春闘をどう闘うのか 

２００４年１２月１０日 

東京春闘共闘会議総会 

 

１．０５春闘の情勢 

（1）地域における貧困化がすすんでいる＝国民の生存の危機と将来不安の進行 

 ①企業倒産・廃業の増加   

 ②完全失業者は依然 300 万人を超えている。若年層の完全失業率は高く、24 歳以下の男性は、 

10.9％、同女性は 8.8％と全体の２倍前後と高い。 

 ③正社員は減り続け、２年前より 96 万人減り、非正社員は増え続け、非正社員は２年前より 

147 万人増。その割合は 31.2％。低賃金・不安定雇用労働者が増大している。派遺労働者は、 

1995 年の 61 万人から 2002 年には 213 万人に増加している。 

 ④青年の雇用問題も深刻になっている。 2004 年版「労働経済白書」は、「ニート」が 52 万人で 

フリーターは 217 万人にのぼると推計る。若者のフリーターや失業者、無業者の増大、青年を 

中心とした低賃金労働者の増大＝「自立できない」、「結婚できない」 

  青年の希望を奪い、日本の経済や社会の発展の基盤を崩す大問題。 

 ⑤自殺者は６年連続で３万人超。 2003 年の自殺者は、34,427 人で前年より 2,284 人（7.1％） 

増加。自殺率（人口 10 万人あたりの人数）は 27.0 人、男性のみで換算すると 40.1 人。 

米国の 10.4 人を上回る最も多い数字。 ＩＬＯの指摘＝「日本では過労死が広まっている。 

おそらく最も衝撃的な社会的苦痛の指標は、毎年３万人も自殺していることだ。 

＝世界的にみても異常な事態。 

 ⑥貯蓄なし世帯が 1998 年の 10％から 2003 年は倍増の 20％。生活保護世帯は 2003 年９４万 

  世帯となり、前年から７万（8.1％）世帯増加。就学援助者増＝足立区では生徒の 40％、 

葛飾区では 30％。 

 ⑦大型店の大量出店、価格破壊のダンピング競争＝中小企業・中京業者の経営悪化。 

  23 区の事業所数は、製造業が 1996 年から 2001 年の５年間で 16,321 件、従業員数は 18,431 人、

卸・小売店・飲食店は、23,179 件、従業員数は 190,459 入滅。 

 ⑧今年 4月からの消費税特例措置の改悪。 

 ⑨賃金は減少しつづけ、労働者（民間労働者）の年収は６年連続で減少（444 万円）。 

  年金・税制の改悪＝可処分所得が大きく減少。 

 ⑩社会保険に加入できない層が拡大している。 

 
(２)財界･大企業のﾘｽﾄﾗ･賃下げ､小泉内閣の国民収奪戦略＝大企業の社会的責任追及 

 ①史上空前のぼろ儲け 

  大企業はどんなに儲かっても労働者に分配しない。＝連合労組の要求放棄 

  ・総額賃金抑制と固定費の変動費化＝成果主義・年俸制賃金 
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 ・ﾘｽﾄﾗ合理化＝ＮＴＴ 

 ・下請いじめ＝トヨタ 

 ・派遣労働者などの低賃金・非正規労働者づくり 

 ・新規採用抑制。高卒求人を 1992 年の約 168 万人から 2003 年は約 22 万人に激減。 

 ・日本の労働者の賃金を「アジアの水準」へ 

②長時間過密労働・不払い残業の横行。 

③過労死、過労自殺者。 

④モラルハザード＝三菱ふそう・美浜原発・西武＝コクド・三井物産など 

⑤介護保険制度の改悪、混合診療の導入。 

⑥「規制改革・民間解放推進会議」＝「裁量・派遣労働の対象業務拡大」「ﾎﾜｲﾄｶﾗｰ 

 ｾﾞﾝﾌﾟｼｮﾝ」「金銭支払による雇用の終了」、「労災保険・職業紹介所の民営化」 

⑦「郵政事業」の民営化 

⑧公務員賃金＝人勧制度⇒「地域格差」・「能力成果主義」に基づく賃金への改悪 

 ク 

 

⑨「三位一体改革」による各種補助金の削減や「指定管理者制度」・「市場化テスト」 

⑩定率減税の半減・廃止、老齢者控除廃止（年収 250 万円で 92,400 円増）、課税最低限 

 の引下げ、生活保護費 75％⇒50％・消費税大増税 

⑪憲法・教育基本の改悪、国民投票法 

 

2.05 春闘の重点課題 

（1）地域から賃金闘争を強化する＝統一要求書 

 ①賃下げ攻撃に歯止めをかける。＝正念場 何としてもベア獲得を。 

 ②非正規労働者の賃金底上げ・均等待遇 

 ③企業内最賃の確立・引き上げ、地域最賃の引き上げ、全国一律最賃制の実現。 

 ④自治体に対し、契約業者や下請け業者に適正賃金下記補を義務づける「公契約法・条 

  例」の実現。 

（2）大企業の社会的責任を追及する＝企業通信簿 

 ①一方的な不利益変更に歯止めをかける事前協議・同意協定の締結。 

 ②国鉄 1047 人の早期解決。 ＮＴＴ口万人合理化、郵政事業の民営化反対。 

 ③「企業通信簿」運動に取り組み、社会的アピールをはかる。 

 

(3)憲法･教育基本法の改悪を阻止 

(4)社会保障制度改悪･税制改悪･消費税大増税を許さず､最低保障年金制度の確立 

(５)自治体に対する要求実現の取組みの強化 

(６)７月の都議選につながる 05 春闘を 

 

 最期に 

 ０４春闘の教訓を生かし、春闘スタート５０年、国民春闘スタート１５年。春闘共闘 

発足の原点に立った春闘を 
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